
労顕著にして他の模範となる者を表彰
施策目的・

(2)目的 融機関や千葉県産業振興センターなどの企業支援機関と連携し、中小企業の経営の安定化や設備の拡充を支 事業目的 する。
展開方向

援します。
・我孫子市永年勤続従業員表彰規程により勤続２５年の従業員を対象に表彰状を授与する。 ・市商工会で表彰式を開催（１１月予定）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

表彰者数 想定値 4当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内中小企業に永年勤続した功労者に対し表彰状を授与するために表彰式を開催する。 直接 表彰者数 人 2 4

令和 2年度 市内中小企業に永年勤続した功労者に対し表彰状を授与するために表彰式を開催する。 直接 表彰者数 人 4

令和 3年度 市内中小企業に永年勤続した功労者に対し表彰状を授与するために表彰式を開催する。 直接 表彰者数 人 4

現在の表彰は、商工会加入の事業所に勤続25年の従業員を対象としている。未加入の事業所も含めて対象にするか、またその場
(7)事業実施上の課題と対応 合勤続年数の把握をどのように行うかが課題である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（丸筒） 1 消耗品（丸筒） 1 1 消耗品（丸筒） 1 消耗品（丸筒） 1

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1 合　　計 1 1 合　　計 1 合　　計 1
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1 1 1 1 1

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 352 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 353 353 353 353 353
(11)単位費用

70.6千円／人 88.25千円／人 176.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

職場のリーダー・模範となる従業員の功績に対して市が表彰することで、勤労者の励みとなると共に、企業経営の安定化 ●①事前確認での想定どおり
が図れる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

功績を表彰することで、永年勤続者の励みとなる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の商工業振興に尽力した方を表彰するため、市が実施する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

表彰対象である２５年勤続者が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 353 0 353 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当該年度の表彰対象者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.13

人 10万円 0.57 50.44

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地元企業の活性化、経営の安定化等を図るうえで必要な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 190 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 永年勤続表彰 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 353 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21302 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地元企業が活性化するよう、融資制度の充実を図るなど、必要な支援策の整備に取り組むとともに、市内金 市内中小企業に永年勤続し、市の商工業振興のために尽力し、その功



する資金を、千葉県信用保証協会の信用保証に基づき貸付を行い、市内中小企業者の安
施策目的・

(2)目的 融機関や千葉県産業振興センターなどの企業支援機関と連携し、中小企業の経営の安定化や設備の拡充を支 事業目的 定化及び活性化を図る。
展開方向

援します。
千葉県信用保証協会及び金融機関の協力を得て、適切な事業計画のもとに事業を営む市内中小企業者に対し ・市内に事業所等を有し、１年以上事業を営み市税を完納している法人及び個人に事業資金（運転・設備資
て、経営の合理化、企業の安定に要する事業資金（運転・設備）の貸付を行う。 金等）の貸付を行う。また、利子補給（運転１．５％、(創業者　１．７％・創業者若者１．８％）設備資
また、貸付けた中小企業者及び小規模事業者に対して、利子補給を行う。 当該年度 金１．８％（創業者２．０％・創業者若者２．１％） ）を行う。

執行計画 ・我孫子市商工会の推薦を受けた者が利用する小規模事業者経営改善資金（マル経融資）に対し、利子補給
(3)事業内容 内　　容 （市制度融資に基づく融資を受けた資金の年１．５％の利子補給後の負担金利と同一水準にするために必要

な割合）を行う。
利子補給件数 想定値 310当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 282

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 融資を受けた中小企業、小規模事業者に対し利子補給を行う。 直接 利子補給件数 件 290 310

令和 2年度 融資を受けた中小企業、小規模事業者に対し利子補給を行う。 直接 利子補給件数 件 315

令和 3年度 融資を受けた中小企業、小規模事業者に対し利子補給を行う。 直接 利子補給件数 件 320

融資は、中小企業者の負担を減らすため、出来る限り低利で貸付を行うことが望まれるが、金融機関との融資利率の調整に専門
(7)事業実施上の課題と対応 的知識が必要であり、職員での対応には限界がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

中小企業預託資金融資 125,000 中小企業預託資金融資 125,000 125,000 中小企業預託資金融資 125,000 中小企業預託資金融資 125,000
利子補給金（中小企業資金融資） 15,300 利子補給金（中小企業資金融資） 14,520 11,044 利子補給金（中小企業資金融資） 14,520 利子補給金（中小企業資金融資） 14,520
利子補給金（マル経融資） 297 利子補給金（マル経融資） 738 272 利子補給金（マル経融資） 738 利子補給金（マル経融資） 738
消耗品（パンフレット用） 7 消耗品（パンフレット用） 4 3 消耗品（パンフレット用） 4 消耗品（パンフレット用） 4
旅費 2 旅費 2 1 旅費 2 旅費 2
２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 1,322 ２号嘱託職員報酬・共済費･費用弁償 1,323 1,316 ２号職額職員報酬・共済費･費用弁償 1,323 ２号職額職員報酬・共済費･費用弁償 1,323
融資会議による駐車場料金 1 駐車場料金（融資会議） 1 0 駐車場料金（融資会議） 1 駐車場料金（融資会議） 1

実施内容 損失補償金（9月補正） 1,348 1,348
利子補給金（中小企業資金融資）(3月補 △3,400

(8)施行事項
費　　用 利子補給金（マル経融資）(3月補正） △388

予算(決算)額 合　　計 141,929 合　　計 139,148 138,984 合　　計 141,588 合　　計 141,588
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,929 14,148 13,957 16,588 141,588

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 125,000 □特会 □受益 □基金 ■その他 125,000 125,027 □特会 □受益 □基金 ■その他 125,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.28 0.37 0.37 0.28 0.28
正職員人件費 2,464 3,256 3,256 2,464 2,464

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,322 1,323 1,323 1,323 1,323
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 144,393 142,404 142,240 144,052 144,052
(11)単位費用

465.78千円／件 459.37千円／件 504.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営環境の厳しい中小企業者が経営の安定化を図ることや、技術の向上・規模拡大及びこれから起業・創業をしようとし ●①事前確認での想定どおり
ている中小企業者に対して、民間金融機関だけではできない事業資金を貸し付ける制度が必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

中小企業の運転及び設備資金における事業資金融資の必要が高かった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業資金は千葉県信用保証協会の信用保証に基づき貸付を行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 っている。また、融資制度利用者に対して市は利子補給を行
□その他 　促進された っている。。中小企業資金融資を受けるためには、市内金融

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 機関の協力を得て資金融資制度を行う必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
290 310 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初見込みよりも貸付実行額が少なかったこと及び期日前完済事業者があったこ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 282 90.97

とから、利子補給の請求額が想定よりも少なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 142,404 1,989 142,240 99.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 当初見込みよりも貸付実行額が少なかったこと及び期日

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 前完済事業者があったことから、利子補給の請求額が想

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22 定よりも少なかったため。

件 10万円 0.2 90.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地元企業の活性化、経営の安定化等を図るうえで必要な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 203 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 中小企業への資金融資 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 144,844 千円 (うち人件費 3,256 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 142,404 千円 (うち人件費 3,256 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21302 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地元企業が活性化するよう、融資制度の充実を図るなど、必要な支援策の整備に取り組むとともに、市内金 中小企業者が必要と



の向上と中小企業の雇用の促進と安定を図るため、退職金共済契約に基づき掛金を支
施策目的・

(2)目的 融機関や千葉県産業振興センターなどの企業支援機関と連携し、中小企業の経営の安定化や設備の拡充を支 事業目的 払っている中小企業者に対し補助する。
展開方向

援します。
中小企業で働く従業員のため、中小企業退職金共済・特定退職金共済の退職金制度に新規加入契約し、一年 中小企業退職金共済事業本部からの新規加入者納付リストを毎年1月に入手、交付要件を確認し事業主に対
間の掛金が支払われている場合にその一部を事業主に補助する。 し掛金の一部を3月に補助する。（補助金の額は1人1回、12,000円を限度とする。）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

補助対象件数 想定値 85当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 85

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 従業員の雇用環境の安定を図る。 直接 補助対象者数 人 83 85

令和 2年度 従業員の雇用環境の安定を図る 直接 補助対象者数 人 90

令和 3年度 従業員の雇用環境の安定を図る。 直接 補助対象者数 人 95

中退共では、掛金の納付方式が当月振替と翌月振替の２種類が選択できる。翌月振替の事業所は１２月分掛金の納付が１月末に
(7)事業実施上の課題と対応 なり、２月上旬に発送されるリストで最終納付が確認できる。対象事業所へ速やかに通知するため、中小企業退職金共済事業本 代替案検討 ○有 ●無

部へリスト発行直後の発送を依頼している。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

中小企業退職金共済掛金補助金 1,020 中小企業退職金共済掛金補助金 1,020 1,011 中小企業退職金共済掛金補助金 1,080 中小企業退職金共済掛金補助金 1,140
 12,000円×85人 12,000円×85人 12,000円×90人 12,000円×95人
２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 264 ２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 264 263 ２号嘱託職員報酬･共済費・費用弁償 264 ２号嘱託職員報酬･共済費・費用弁償 264

中小企業退職金共済掛金補助金(3月補正 280

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,284 合　　計 1,564 1,274 合　　計 1,344 合　　計 1,404
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,284 1,564 1,274 1,344 1,404

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 264 264 264 264 264
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,340 2,620 2,330 2,400 2,460
(11)単位費用

27.53千円／件 30.82千円／件 27.41
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

中小企業従業員の福祉の向上と中小企業の安定化を図るには、従業員の退職金制度への加入は必要不可欠なものであり、 ●①事前確認での想定どおり
経営環境が厳しい中小企業者にとっては負担増となっているため、掛金の一部を市が補助する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

中小企業の雇用の促進及び安定を図り、事業者の負担軽減が図れた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が事業者の負担軽減を図ることで、中小企業の従業員の福

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 祉の向上と中小企業の経営の安定化が図られる。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業者の負担軽減となることから、制度の加入者数が想定通りであったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,620 △280 2,330 88.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

年度末に中小企業退職金共済掛金補助金が足りなくなる恐れがあり、3
月補正で228千円増額したものの、最終的な実績では、想定していたほ

△11.97 ど補助金の支出がなかったため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業者の負担軽減となることから、制度の加入者数が想

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 定通りであったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.24

人 10万円 3.65 112.65

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
中小企業で働く従業員及び事業者を支援するうえで重要な施策であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 207 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 中小企業退職金共済金補助金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,340 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,620 千円 (うち人件費 1,056 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21302 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地元企業が活性化するよう、融資制度の充実を図るなど、必要な支援策の整備に取り組むとともに、市内金 中小企業従業員の福祉



充実に努め、雇用の安定化を図る。
施策目的・

(2)目的 室による雇用相談を充実するとともに、子育て中の母親や中高年者を対象とした千葉県ジョブサポートセン 事業目的
展開方向

ターによる再就職支援セミナーを開催するなど、就労支援の充実を図ります。
・ハローワーク松戸と同じ検索機を導入し、、リアルタイムで多くの求人情報を提供する。 ・開設は、月曜日から金曜日の9:30～17:00とする。
・ハローワーク松戸の相談員が対応し、職業相談や企業への紹介業務を行う。 ・我孫子市から嘱託職員１名を派遣し、受付業務を行う。

当該年度 ・職業の斡旋や紹介業務は、ハローワークの相談員が対応する。
執行計画 ・セミナー開催時に参加者にチラシを配布し相談室のＰＲを行う。

(3)事業内容 内　　容

年間相談者数 想定値 4,800当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 3,755

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの求職者に利用してもらうことで雇用の安定に結びつける。 直接 年間相談者数 人 4,581 4,800

令和 2年度 多くの求職者に利用してもらうことで雇用の安定に結びつける。 直接 年間相談者数 人 4,800

令和 3年度 多くの求職者に利用してもらうことで雇用の安定に結びつける。 直接 年間相談者数 人 4,800

ハローワークでは毎年度毎にノルマ（就職者数や就職率等）を設定しており、それを達成しなければ地域職業相談室の撤退とな
(7)事業実施上の課題と対応 る。そのため、ＰＲ活動を積極的に行い利用者の増加を目指す。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,596 ２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,575 2,571 ２号嘱託職員報酬･共済費・費用弁償 2,575 ２号嘱託職員報酬･共済費・費用弁償 2,575
消耗品 26 消耗品（PCｾｷｭﾘﾃｨｰｿﾌﾄ一式3台分含む） 40 34 消耗品 20 消耗品 20
光熱水費（電気・水道） 552 光熱水費（電気・水道） 570 563 光熱水費（電気・水道） 576 光熱水費（電気・水道） 576
月額46000円×12月
コピー機修繕料 59 コピー機修繕料 56 56 コピー機修繕料 51 コピー機修繕料 51
月額4500円×1.08×12月 月額4,142円(税込)×12月 月額3,800円×1.1×12月 月額3,800円×1.1×12月
通信運搬費（電話・FAX・ネット） 342 通信運搬費（電話・FAX・ネット） 258 217 通信運搬費（電話・FAX・ネット） 264 通信運搬費（電話・FAX・ネット） 264

実施内容 月額28500円×12月 月額22,000円×12月 月額22,000円×12月 月額22,000円×12月
火災保険料 10 火災保険料 10 9 火災保険料 10 火災保険料 10

(8)施行事項
費　　用 施設賃借料 3,305 施設賃借料 3,336 3,336 施設賃借料 3,366 施設賃借料 3,366

月額255,000円×1.08×12月 月額278,000円(税込)×12月 月額255,000円×1.1×12月 月額255,000円×1.1×12月
清掃委託料 362 清掃委託料 257 256 清掃委託料 259 清掃委託料 259
月額27,916円×1.08×12月 42,696円(税込)×6月(隔月) 39,170円×1.1×6月(隔月) 39,170円×1.1×6月(隔月)
警備委託料 365 警備委託料 369 369 警備委託料 372 警備委託料 372
月額28.150円×1.08×12月 月額30,7500円(税込)×12月 月額28,150円×1.1×12月 月額28,150円×1.1×12月
ゴミ回収委託料 52 ゴミ回収委託料 40 40 ゴミ回収委託料 40 ゴミ回収委託料 40
月額4,000円×1.08×12月 月額3,270円(税込)×12月 月額3,000円×1.1×12月 月額3,000円×1.1×12月
複合機及びパソコン再リース 40 複合機リース（再リース） 32 32 複合機リース（再リース） 32 複合機リース（再リース） 32
月額3080円×1.08×12月 月額2,616円(税込)×12月 月額2,400円×1.1×12月 月額2,400円×1.1×12月

予算(決算)額 合　　計 7,709 合　　計 7,543 7,483 合　　計 7,565 合　　計 7,565
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,709 7,543 7,483 7,565 7,565

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.28 0.24 0.24 0.28 0.28
正職員人件費 2,464 2,112 2,112 2,464 2,464

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,596 2,575 2,575 2,575 2,575
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,173 9,655 9,595 10,029 10,029
(11)単位費用

1.78千円／人 2.01千円／人 2.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国と協力して我孫子市地域職業相談室を運営することにより、市民がハローワーク松戸へ行かなくても同じ求人情報がリ ●①事前確認での想定どおり
アルタイムで得られ、より多くの市民の就業を支援できる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ハローワーク松戸と連携して就業支援を行うことができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の機関であるハローワーク松戸と市が運営するため、市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 主導して進める必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4,581 4,800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

平成31年度時点では、景気回復傾向等の理由により、想定していたより相談者が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3,755 78.23

少なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,655 518 9,595 99.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 平成31年度時点では、景気回復傾向等の理由により、想

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 定していたより相談者が少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 49.72

人 10万円 39.13 78.7

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、失業者も増加しており、雇用の安定、市民の就労支援の充実を図るために今後も現状どおり推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 209 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 地域職業相談室の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,655 千円 (うち人件費 2,112 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21402 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

雇用の安定を図るため、ハローワークや千葉県と連携しながら、求職者を対象とした我孫子市地域職業相談 市民の就業のため、職業相談体制の



コー 市内に居住する障害者の職場実習受け入れ・雇用する事業主に対し奨励金を交付することにより、障害者の
施策目的・

(2)目的 チ支援などを実施するとともに、関係機関との連携を一層深めて、就労支援体制を強化します。 事業目的 雇用を促進することを目的とする。
展開方向

・市内に居住する障害者を対象に、我孫子市障害者就労支援センター等の紹介により5日以上の職場実習を ・市ホームページで制度の周知を行う。
　受け入れた事業主に対し、障害者職場実習奨励金を交付する。 ・商工会を通して、市内事業者に対して制度の周知を行う。
・ハローワークの紹介により市内に居住する障害者を雇用した事業主に対し、障害者雇用促進奨励金を交付 当該年度 ・中小企業資金融資制度の決定通知書を送付する際、チラシを同封し制度の周知を図る。
する。 執行計画 ・対象事業所に職場実習奨励金及び障害者雇用促進奨励金を交付する。

(3)事業内容 内　　容

奨励金交付件数 想定値 11当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内に居住する障害者の企業への受け入れ増加 直接 制度利用者数 人 6 11

令和 2年度 市内に居住する障害者の企業への受け入れ増加 直接 制度利用者数 人 12

令和 3年度 市内に居住する障害者の企業への受け入れ増加 直接 制度利用者数 人 12

予算の範囲内で事業を行う必要があることから、ジョブコーチとの調整が必要となる。今後は、現場を熟知したジョブコーチが
(7)事業実施上の課題と対応 主体となる方が、事業の実効性はよりあがると考えられるため、所管替えを検討したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者職場実習奨励金 100 障害者職場実習奨励金 200 80 障害者職場実習奨励金 200 障害者職場実習奨励金 200
20000円×5人 20,000円×10人 20,000円×10人 20,000円×10人
障害者雇用促進奨励金 1,080 障害者雇用促進奨励金 180 9 障害者雇用促進奨励金 360 障害者雇用促進奨励金 360
15000円×72月（7人分） 15,000円×12月（1人分） 15,000円×24月（2人分） 15,000円×24月（2人分）
2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 264 2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 264 263 2号嘱託職員・共済費・費用弁償 264 2号嘱託職員・共済費・費用弁償 264

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,444 合　　計 644 352 合　　計 824 合　　計 824
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,444 644 352 824 824

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17
正職員人件費 1,496 1,496 1,496 1,496 1,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 264 264 264 264 264
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,940 2,140 1,848 2,320 2,320
(11)単位費用

245千円／件 194.55千円／件 369.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経済状況が悪化する中で、障害者を取り巻く状況は、更に厳しさを増している。障害者職業実習奨励金・障害者雇用促進 ●①事前確認での想定どおり
奨励金を交付することで、働く意欲と能力を有する障害者の職場を確保し障害者の雇用と自立を促進する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者の実習や雇用の場所を確保することで、障害者の雇用と自立を促進することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者の実習や雇用の場所を確保する必要があるため、障害

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 者就労支援センターが企業とのパイプ役を担うことで円滑に
□その他 　促進された 実施できた。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 11 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

障害者職場実習奨励金及び障害者雇用促進奨励金の交付件数が想定より少なかっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 45.45

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,140 800 1,848 86.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

障害者職場実習奨励金及び障害者雇用促進奨励金の交付件数が想定より
少なかったため。

27.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 障害者職場実習奨励金及び障害者雇用促進奨励金の交付

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 件数が想定より少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.51

人 10万円 0.27 52.94

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
就労支援センターと連携をとり、障害者の就労支援を、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1525 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者の就労支援 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 障害者雇用の奨励金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,140 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33305 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

それぞれの能力や特性に応じて就労し、安定して働き続けられるよう、就労に関する個別相談やジョブ



することで、就業機会の拡充を図る。
施策目的・

(2)目的 室による雇用相談を充実するとともに、子育て中の母親や中高年者を対象とした千葉県ジョブサポートセン 事業目的
展開方向

ターによる再就職支援セミナーを開催するなど、就労支援の充実を図ります。
・若年者の就労支援を推進する「ジョブカフェちば」や、中高年齢者・子育て中の母親の就労支援を推進す ・求職者の能力を底上げするようなセミナー（若者支援セミナー・再就職セミナー）を開催する。
る「千葉県ジョブサポートセンター」等と連携して、求職者の能力を底上げするようなセミナーを市内で開 ・市ＨＰにより雇用関連情報を発信する。
催する。 当該年度 ・若者及び若者の保護者に対し、個別面談、訪問支援を行い就労に繋げていく。
・就業機会の拡充を図るために、雇用関連情報の収集発信を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・就労に至らない若者やなやんでいる保護者に、個別面談及び訪問支援を行う。

セミナーの開催数 想定値 9当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 求職者の能力を底上げする。 直接 セミナーの開催数 回 9 9

令和 2年度 求職者の能力を底上げする。 直接 セミナーの開催数 回 9

令和 3年度 求職者の能力を底上げする。 直接 セミナーの開催数 回 9

当該事業の継続性は、県の機関である「ジョブカフェちば」や「千葉県ジョブサポートセンター」の無料出張セミナーがいつま
(7)事業実施上の課題と対応 で行われるかによる。そのため、県に対して引き続き無料出張セミナー事業を行うよう要望していくとともに近隣のセミナーの 代替案検討 ○有 ●無

周知を図る。ニートや引きこもり等の若者については、長期的な支援が必要となるため、費用対効果は現れにくい。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

松戸雇用促進協力会負担金 50 松戸雇用促進協力会負担金 50 50 松戸雇用促進協力会負担金 50 松戸雇用促進協力会負担金 50
消耗品（ｾﾐﾅｰﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ色上質紙） 6 消耗品（ｾﾐﾅｰﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ色上質紙） 4 4 消耗品（ｾﾐﾅｰﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ色上質紙） 4 消耗品（ｾﾐﾅｰﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ色上質紙） 4
出張旅費（雇用関係協議会） 4 出張旅費（雇用関係協議会） 2 2 出張旅費（雇用関係協議会） 2 出張旅費（雇用関係協議会） 2
セミナー託児用保険 13 駐車場料金（雇用セミナー参加） 1 1 駐車場料金（雇用セミナー参加） 1 駐車場料金（雇用セミナー参加） 1
駐車場料金（松戸雇用促進協力会） 2 若者自立支援業務委託料 463 368 若者自立支援業務委託料 463 若者自立支援業務委託料 463
２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 793 ２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 793 789 ２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 793 ２号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 793
若者自立支援業務委託料 463

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,331 合　　計 1,313 1,214 合　　計 1,313 合　　計 1,313
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,331 1,313 1,214 1,313 1,313

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33
正職員人件費 2,904 2,904 2,904 2,904 2,904

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 793 793 793 793 793
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,235 4,217 4,118 4,217 4,217
(11)単位費用

1,058.75千円／回 468.56千円／回 411.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ハローワークの求人情報、多様な求人内容に合わせるべく、求職者の能力、スキルを底上げし、雇用機会の拡充を図る。 ●①事前確認での想定どおり
ニート、引きこもりの若者をNPO法人と連携して就労の機会を推進する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

求職者の能力・スキルを上げ、雇用機会の充実を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が県機関等と連携しセミナーを開催したことで、求職者の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 能力・スキルを上げ、雇用機会の充実を図ることができた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特になし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9 9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

県や近隣市との共催及び企業との連携等により、想定よりも1回多くセミナーを
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 111.11

開催することができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,217 18 4,118 97.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 県や近隣市との共催及び企業との連携等により、想定よ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 りも1回多くセミナーを開催することができたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

回 10万円 0.24 114.29

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
雇用の安定、市民の就労支援を充実させるため効果的な事業であり、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1747 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 就労支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,217 千円 (うち人件費 2,904 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21402 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

雇用の安定を図るため、ハローワークや千葉県と連携しながら、求職者を対象とした我孫子市地域職業相談 雇用関連情報の発信を行うと共に求職者の能力を底上げ



支援する体制を整備して、まちに活 「我孫子市企業立地方針」に基づき、新たな企業が進出・操業しやすい環境づくり（住工混在の解消、企業
施策目的・

(2)目的 力を生みだす産業振興を進めます。また、市内での多様な主体から生まれる起業や事業者による創業への相 事業目的 が進出しやすい環境整備）や支援策等を整理し、我孫子の環境にふさわしい企業立地を進めていきます。
展開方向

談体制の充実を図り、新たな産業の育成に努めます。
・産業系土地利用施策の方向性に基づき、企業立地方針の見直し策定を行う。 ・産業系土地利用施策の方向性に基づく企業立地方針の見直し等
・立地奨励金等制度の創設における調査研究・検討し、我孫子市特有の制度を創設する。 ・あびこ創業・事業物件ナビの運営（企業活動に適した未活用地やテナント情報の発信）
・自治体と企業のマッチング等における調査研究・検討し、我孫子版企業戦略に基づく対策を講じる。 当該年度 ・民間企業からの相談応対（企業ヒアリング）
・ＨＰ等を活用し企業活動に適した不動産情報を発信する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

各施策の進捗状況 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 企業立地方針の見直し策定 直接 企業立地方針の見直し策定の進捗状況 % 0 100

令和 2年度 上位計画等へ方針の反映準備 直接 上位計画等へ方針の反映状況 ％ 50

令和 3年度 上位計画等へ方針の反映準備 直接 上位計画等へ方針の反映状況 ％ 100

良好な自然環境を損なうことのないよう十分配慮し、企業立地を推進する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費 48 普通旅費 29 28 普通旅費 29 普通旅費 29
消耗品費 97 消耗品費 69 49 消耗品費 69 消耗品費 69
調査報告書増刷費 197 公用車燃料費 84 49 公用車燃料費（公用車） 98 公用車燃料費（公用車） 98

公用車修繕料（車検用） 86 86 公用車修繕料（公用車） 72 公用車修繕料（公用車） 72
公用車手数料（車検用） 40 24 公用車手数料（車検用） 40 公用車手数料（車検用） 40
公用車自賠責保険料（車検用） 18 18 公用車自賠責保険料（車検用） 18 公用車自賠責保険料（車検用） 18
公用車重量税（車検用） 9 9 公用車重量税（車検用） 9 公用車重量税（車検用） 9

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 342 合　　計 335 263 合　　計 335 合　　計 335
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 342 335 263 335 335

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.63 1.63 1.63 1.63 1.63
正職員人件費 14,344 14,344 14,344 14,344 14,344

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,686 14,679 14,607 14,679 14,679
(11)単位費用

146.86千円／％ 146.79千円／％ 146.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の歳入の根幹である市税の減少による厳しい財政状況のもと、今後、社会経済情勢の変化に応じた我孫子の環境にふさ ●①事前確認での想定どおり
わしい企業立地の推進とともに、地元雇用の創出、税収の確保や若者の定住につながる総合的かつ計画的な産業系土地利 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 用の基本的な方針等を定め、我孫子市ならではの「産業集積ビジョン」を早期に確立し企業が進出しやすい環境を整備し ○要
   背景は？(事業の必要性) ていく。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

今後我孫子市が持続可能なまちとして発展していくための税収確保や地元雇用の創出には、産業用地の創出をはじめとし
た、企業が進出・操業しやすい環境づくりは必須である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 企業立地方針の改定等は、市以外に実施主体がないため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 未利用地や空きテナント等の情報発信においては、宅地建物 適宜、住工混在解消協議会との連携を図っているとともに、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 取引業協会と連携を図り、情報サイトの運営管理を行ってい 企業立地方針の改定では、パブリックコメントを実施した。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り る。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境の保全に考慮した企業立地を推進する。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
自然環境を最大限保全することを基本とし、新たな都市の発展を担う都市的土地利用の推進を図る。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和2年3月に企業立地方針の改定が予定通り完了したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,679 7 14,607 99.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.68

% 10万円 0.68 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、今後の産業振興を支えていく基幹事業として必要不可欠である。今後は産業拠点土地利用の方針や改定した企業立地方針に基づき、
新たな産業用地の創出・住工混在の解消を目指し、引き続き取り組んでいく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1861 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 企業が進出・操業しやすい環境づくり（住工混在の解消、企業が進出しやすい環境整備） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.63 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,679 千円 (うち人件費 14,344 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21401 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

我孫子市企業立地方針に基づいた新たな企業の立地支援策や企業立地を



や事業者による創業を支援するための、相談体制や支援策を検討・実施することで、新た
施策目的・

(2)目的 力を生みだす産業振興を進めます。また、市内での多様な主体から生まれる起業や事業者による創業への相 事業目的 な産業の育成に努め、まちに活力を生み出す。
展開方向

談体制の充実を図り、新たな産業の育成に努めます。
市は、産業競争力強化法に基づき、平成２６年６月に、国（経済産業省・総務省・農林水産省）から認定を 我孫子市創業支援等事業計画の実施
受けた「我孫子市創業支援等事業計画」を推進していくため、ＮＰＯ法人や民間企業と連携し、起業・創業 通年：ワンストップ相談窓口、創業資金融資制度の運用、創業フォローアップ、創業支援補助金制度の運用
者向けの相談窓口を設け、創業塾やビジネス交流会などの各種支援策を実施していく。 当該年度 等

執行計画 年１回：創業塾、起業個別相談会、ビジネス交流会、女性起業支援イベント
(3)事業内容 内　　容 年２回：創業セミナー（千葉県信用保証協会と連携事業）　　　　　　　

起業・創業した件数 想定値 9当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支援策の実施により起業・創業を促す。 直接 起業・創業した件数 件 5 10

令和 2年度 支援策の実施により起業・創業を促す。 直接 起業・創業した件数 件 10

令和 3年度 支援策の実施により起業・創業を促す。 直接 起業・創業した件数 件 10

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師報償費 130 講師報償費 150 120 講師報償費 150 講師報償費 150
普通旅費 9 普通旅費 3 2 普通旅費 3 普通旅費 3
消耗品費 21 消耗品費 16 16 消耗品費 16 消耗品費 16
創業塾運営業務委託料 500 創業塾運営業務委託料 450 450 創業塾運営業務委託料 450 創業塾運営業務委託料 450
創業支援補助金 3,241 ＊ 創業支援補助金 2,239 1,116 創業支援補助金 2,239 創業支援補助金 2,239
2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,675 2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,676 2,671 2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,676 2号嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,676

創業支援補助金(3月補正） △943
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,576 合　　計 4,591 4,375 合　　計 5,534 合　　計 5,534
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,576 4,591 4,375 5,534 5,534

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.35 0.35 0.37 0.37
正職員人件費 3,256 3,080 3,080 3,256 3,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,675 2,676 2,676 2,675 2,675
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,832 7,671 7,455 8,790 8,790
(11)単位費用

1,092.44千円／件 852.33千円／件 1,242.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新たに起業する方や事業者による創業を支援するための、相談体制や支援策を検討・実施することで、新たな産業の育成 ●①事前確認での想定どおり
に努めまちに活力を生み出す。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

平成31年度の創業者数は想定より少なかったものの、
市の活力を生み出すためには、起業・創業者の支援は必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が関係機関と連携して支援を行ったことで、企業・創業を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 志す方への良質なサービスの提供につながった。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り NPO法人と連携し事業計画を策定した。 産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の推進のため ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、NPO法人、商工会などの関係機関と連携し、ワンストップ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 相談窓口、シンポジウム、創業塾等を運営した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

起業・創業者への支援を行うにあたり、関係機関との連携を密にとり、良質な支
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 60

援を行ったが、創業者数が想定より少なかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,671 2,161 7,455 97.18
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 創業支援補助金対象者及び創業者数が想定より少なかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

件 10万円 0.08 61.54

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
まちに活力を生み出す新たな産業の育成には、起業・創業支援が必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2043 課コード 0407 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・企業立地推進課

個別事業 起業・創業の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,614 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,671 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 21401 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

我孫子市企業立地方針に基づいた新たな企業の立地支援策や企業立地を支援する体制を整備して、まちに活 新たに起業する方


